
(1) 男女共同参画に向けた意識づくり ※事業(取組)名の赤字は、第４次行動計画の新規事業

No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

1 人権擁護事業
人権擁護委員による街頭啓発など
を行う。

市民環境課

・人権擁護委員による人権相談（随時）
・人権相談所を毎月１回、特設人権相談所を年２回開設
・小学生を対象に、人権擁護委員による「人権の花運動」を実
施（赤崎小・猪川小）
・児童養護施設職員を対象に、啓発物品を配布するなど人権
啓発活動を実施

・人権擁護委員による人権相談（随時）
・人権相談所を毎月１回、特設人権相談所を年２回開設
・小学生を対象に、人権擁護委員による「人権の花運動」を実
施（綾里小・立根小）

2

男女共同参画「い
きいき講座」、「い
きいき出前講座」
開催事業

男女共同参画に関する講座を通し
て、男女共同参画について考える
機会を市民に提供する。

男女共同参画室

親子によるものづくり講座の開催
・木工体験講座　（7/29、11組22人）
・クッキング教室　（3/23、４組８人）

親子によるものづくり講座の開催
・木工体験講座　（7/28、９組18人）

　②　男女共同参画に関する情報の収集と提供

No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

3
男女共 同参 画に
関する情報の収集

国・県や関係機関・団体が開催す
る研修などへの参加及び各種資料
などから情報を収集する。

男女共同参画室
県主催による職員研修などに参加したほか、国や県からの各
種通知やメールマガジンなどを活用し、情報を収集

県主催による職員研修などに参加したほか、国や県からの各
種通知やメールマガジンなどを活用し、情報を収集

4
市広報 紙へ の男
女共同 参画 に関
する情報掲載

年２回程度、男女共同参画サポー
ターの協力のもと、市広報紙へ男
女共同参画情報を周知する「いき
いきコーナー」を設けるほか、随
時、男女共同参画に関する情報を
掲載する。

男女共同参画室

・市広報紙（6月5日号）に国の「男女共同参画週間」、県の「男
女共同参画推進月間」及びそれに合わせた「男女共同参画図
書展」開催のお知らせを掲載
・市広報紙（10月22日号、３月20日号）に「いきいき通信」とし
て、男女共同参画に関する取組状況やお知らせ、DV相談機
関などの情報を掲載

市広報紙（6月5日号）に国の「男女共同参画週間」、県の「男女
共同参画推進月間」及びそれに合わせた「男女共同参画図書
展」開催のお知らせを掲載

5
市ホームページへ
の男女 共同 参画
に関する情報掲載

市のホームページを通じて、男女
共同参画に関する情報を提供す
る。

男女共同参画室
随時、第4次大船渡市男女共同参画行動計画及びDV相談窓
口などに関する情報を掲載

随時、第4次大船渡市男女共同参画行動計画及びDV相談窓
口などに関する情報を掲載

No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

6
家庭教育学級開
催事業

家庭教育に関する講座などを開催
する。

中央公民館
市内15か所の小中学校及びこども園で講演会などを開催
（延べ参加人数1,021人）

市内４か所の小中学校及びこども園で講演会などを開催
（延べ参加人数387人）

7
乳幼児学級開催
事業

乳幼児期の親子関係や子育てに
ついて学習する。

中央公民館
子育てに関するワークショップや食育などの学習会を全10回実
施（学級生22人、延べ参加人数154人）

子育てに関するワークショップや食育などの学習会を全８回計
画し、５回目まで終了（学級生18人）

8
パパママ教室開催
事業

妊婦とその夫を対象に、妊娠中か
ら夫婦で協力して育児する意識を
高めるための教室を開催する。

健康推進課
小児科医・助産師・保健師による講話、沐浴実習、相談などを
７回実施（妊婦28人、夫26人が参加）

小児科医・助産師・保健師による講話、沐浴実習、相談などを
全４回計画し、２回目まで終了（妊婦5人、夫4人が参加）

　①　個性や違いを認め合える家庭教育の充実

第４次大船渡市男女共同参画行動計画取組状況【平成30年度、令和元年度上半期】

基本目標１　一人ひとりが尊重されるまち　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計画期間：平成30年度～令和４年度）

　①　男女共同参画に関する啓発の推進

(2) 男女共同参画を進める教育や学習機会の充実

資 料 1
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No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 Ⅰ平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 Ⅱ令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

9
幼児・児童・生徒
の男女 平等 教育
の充実

認定こども園や小中学校において
男女平等教育を実施する。

学校教育課

・学校生活全般において、児童生徒の発達段階を考慮しなが
ら、個性を認めあい、相互に尊重しあう男女平等の概念の啓発
に努めた
・学校現場では、男女混合名簿の導入が進んだ
（小中学校が１９校中、１７校実施）

・学校生活全般において、児童生徒の発達段階を考慮しなが
ら、個性を認めあい、相互に尊重しあう男女平等の概念の啓発
に努めた
・学校現場では、全小中学校で男女混合名簿を使用

10
児童乳幼児ふれあ
い交流促進事業

小学校５・６年生を対象に、赤ちゃ
んふれあい体験学習を実施する。

学校教育課
４校で開催（延べ276人の児童が参加）
5年生は各小学校で、６年生は保健介護センターにおいて、乳
幼児と触れ合いながら、命の尊さを体験的に学習

取組なし（平成30年度で当市事業を終了）
※中学生まで対象範囲を拡大し、県立大船渡病院及び大船渡
保健所で実施する同様の事業により学習の機会を確保

11
赤ちゃんふれあい
体験学習事業

高校生を対象に、赤ちゃんとのふ
れあい体験学習を実施する。

健康推進課
２回実施し、高校生14人が参加
3か月乳児の育児の学習、体験保育、乳児母親との交流を行っ
た

２回計画し、１回終了（高校生10人が参加）
3か月乳児の育児の学習、体験保育、乳児母親との交流を行っ
た

No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

12
生涯学習情 報提
供事業

「生涯学習いきいきカレンダー」及
び生涯学習情報を市広報紙・ホー
ムページに掲載する。

生涯学習課
・６月と９月に「生涯学習いきいきカレンダー」を作成し、市ホー
ムページで公開
・随時、市広報紙やホームページで情報提供

・4月と8月に「生涯学習いきいきカレンダー」を作成し、市ホー
ムページで公開
・随時、市広報紙やホームページで情報提供

13
「大船渡市生涯学
習推進のつどい」
開催事業

生涯学習への意欲向上を図るた
め、事例発表会や講演会を開催す
る。

生涯学習課

平成31年2月16日、大船渡市民文化会館において、「大船渡
市生涯学習のつどい」を開催（300人参加）
※内容
・テーマを「伝統の継承から地域の未来を考える」として、活動
紹介、講演会を実施
・生涯学習課、中央公民館、図書館、博物館が実施した各種
事業の紹介

開催に向け、内容や講師などについて検討

14
男女共同参画関
連図書展開催事
業

6月の男女共同参画月間・週間に
合わせて、図書展を開催する。

男女共同参画室

市立図書館
6月11日～26日、市立図書館において、男女共同参画関連図
書61冊とＤＶ防止啓発関連資料などを展示

6月12日～26日、市立図書館において、男女共同参画関連図
書61冊とＤＶ防止啓発関連資料などを展示

15
市民講座開催事
業

多様な分野の専門家による講座を
開催する。

中央公民館
博物館
図書館

【中央公民館】9月22日と10月6日に講座を開催（計64人参加）
テーマ：人工知能（9/22）、整理収納術（10/6）
【図書館】11月27日と12月４日に講座を開催（計108人参加）
テーマ：「一握の砂を示しし人」（11/27）、「宮沢賢治と海」
（12/4）
【博物館】8月31日と10月12日に講座を開催（計90人参加）
テーマ：「三陸の災害と文化」（8/31）、「ジオ（地球）ドラマチック
秋」（10/12）

【中央公民館】８月25日に明治大学連携事業として講座を実施
（30人参加）　テーマ：多文化共生
【図書館】下半期の開催に向けて検討
【博物館】10月25日の開催に向けて調整

　②　個性や能力を尊重する男女平等教育の充実

　③　男女共同参画の意識を高める生涯学習機会の充実
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No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

16
在住外 国人 への
多言語化による情
報提供

市内在住外国人に生活情報など
を提供する。

企画調整課
市ホームページに言語翻訳機能（英語、スペイン語、中国語及
び韓国語）を付加

市ホームページで翻訳機能（英語、中国語、スペイン語、ポルト
ガル語）により外国語に対応
･外国語人権相談ダイヤルの周知リーフレットを市民ホールへ
配架
（英語・中国語・韓国語、フィリピノ語、ポルトガル語、ベトナム
語）
・地域おこし協力隊員（仏出身）の協力により、キャッセン大船
渡内の商店などの商品説明やチラシを外国語で作成

企画調整課
8月1～４日、キッズサマースクールinけせんを陸前高田市の会
場で開催（大船渡市の参加児童：47人）

8月2～5日、キッズサマースクールinけせんを大船渡市民文化
会館で開催（大船渡市の参加児童：64人）

中央公民館
７月28～29日、４才～小学２年生を対象とした英語スクール「リ
アスでえいご」を開催（21人参加）

９月28～29日、４才～小学２年生を対象とした英語スクール「リ
アスでえいご」を開催（延べ73人参加）

外国語指導助手を招致し、中学生
への英語指導や小学生との交流を
行う。

学校教育課
外国語指導助手３人を小中学校に派遣し、児童生徒の英語に
よるコミュニケーション能力の向上と国際感覚の醸成に努めた

外国語指導助手５人を小中学校に派遣し、児童生徒の英語に
よるコミュニケーション能力の向上と国際感覚の醸成に努めた

国際交流員を招致し、外国人住民
の環境向上やインバウント観光へ
の対応などを図る。

観光推進室
企画調整課

８月から国際交流員を１人任用
11月に専用のSNSパージを開設し、当市の魅力を国内外に発
信するとともに、外国クルーズ客船誘致に係る当市への船社視
察の際に通訳を行った

・国際交流員などを講師として、飲食店や宿泊業者を対象とし
た外国人観光客受入体制整備のための講習会や、市民を対
象とした観光案内に係る英会話教室を開催
・SNSを活用した情報発信に努めた

No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

1
審議会などへの女
性の登用促進

市の審議会や委員会委員などへ
の女性登用に向け、推薦依頼方法
を見直すなどしながら関係部署に
働きかける。

男女共同参画室
平成30年4月1日現在、各種審議会等委員の女性委員登用率
は33.4％で、昨年同時期より0.5ポイント上昇

令和元年4月1日現在、各種審議会等委員の女性委員登用率
は36.2％で、昨年同時期より2.8ポイント上昇

2
地域や各種 団体
における女性参画
の促進

地域活動や市民活動の運営に関
し、女性の意見や提言を積極的に
取り入れるとともに、地域組織など
の役員への女性登用を図るよう働
きかける。

男女共同参画室

生涯学習課

・各地域や各種団体が住みよいまちづくりを目指し、男女がとも
に様々な活動を実施
・6月30日、おおふなと男女共同参画「うみねこの会」主催によ
り、「男女共同参画の視点からのまちづくり」と題して、市長との
意見交換会を実施

・各地域や各種団体が住みよいまちづくりを目指し、男女がとも
に様々な活動を実施
・おおふなと男女共同参画「うみねこの会」では、貧困等に生じ
る子どもの課題を学び、その解決に向け、「子どもの居場所づく
り」の開設を検討

No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

男女共同参画室

商工課
市広報紙などに関係記事を掲載するとともに、関係機関と連携
し、事業所にチラシを配布し周知

市広報紙などに関係記事を掲載するとともに、関係機関と連携
し、事業所にチラシを配布し周知

総務課

資質と能力に応じて管理職等を登用
4月1日現在、女性職員の管理職
部長級12人中1人、課長級36人中3人、課長補佐級67人中13
人、係長級90人中31人

資質と能力に応じて管理職等を登用
4月1日現在、女性職員の管理職
部長級13人中1人、課長級37人中４人、課長補佐級66人中14
人、係長級97人中29人

3
男女の公平な評価
と待遇の促進

事業所などへ人材育成に関する各
種情報を提供するとともに、男女等
しい研修機会の確保などを呼びか
けるほか、資質と能力に応じた公
平な評価と待遇を促進する。

　④　国際交流・多文化共生社会の推進

(1) 政策や方針決定過程への女性の参画促進

　①　各種審議会、委員会などへの女性参画の促進

　②　女性が参画しやすい環境づくりの促進

基本目標２　男女がともに参画し合うまち

18
外国青年招 致事
業

17
多文化共生 推進
事業

多文化共生への意識を啓発するた
め、外国人との交流イベントなどを
実施する。
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No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

4

市ホームページへ
の男女 共同 参画
に関する情報掲載
(再掲)

市ホームページを通じて、男女共
同参画に関する情報を提供する。

男女共同参画室
随時、第4次大船渡市男女共同参画行動計画及びDV相談窓
口などを掲載

随時、第4次大船渡市男女共同参画行動計画及びDV相談窓
口などを掲載

5

男女共同参画「い
きいき講座」、「い
きいき出前講座」
開催事業（再掲）

男女共同参画に関する講座を通し
て、男女共同参画について考える
機会を市民に提供する。

男女共同参画室

親子によるものづくり講座の開催
・木工体験講座　（7/29、11組22人）
・クッキング教室　（3/23、４組８人）

親子によるものづくり講座の開催
・木工体験講座　（7/28、９組18人）

6

市広報 紙へ の男
女共同 参画 に関
する情報掲載（再
掲）

年２回程度、男女共同参画サポー
ターの協力のもと、市広報紙へ男
女共同参画情報を周知する「いき
いきコーナー」を設けるほか、随
時、男女共同参画に関する情報を
掲載する。

男女共同参画室

・市広報紙（6月5日号）に国の「男女共同参画週間」、県の「男
女共同参画推進月間」及びそれに合わせた「男女共同参画図
書展」開催のお知らせを掲載
・市広報紙（10月22日号、３月20日号）に「いきいき通信」とし
て、男女共同参画に関する取組状況やお知らせ、DV相談機
関などの情報を掲載

市広報紙（6月5日号）に国の「男女共同参画週間」、県の「男女
共同参画推進月間」及びそれに合わせた「男女共同参画図書
展」開催のお知らせを掲載

7
ロールモデルＰＲ
事業

起業や就業、社会活動などさまざ
まな分野で活躍する女性の情報を
収集し、周知する。

男女共同参画室 活躍する女性の情報収集を行い、周知の方法などを検討 活躍する女性の情報収集を行い、周知の方法などを検討

No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

8
市広報へのまちづ
くり活動情報の掲
載

市広報紙にまちづくり活動に関す
る各種情報を掲載する。

市民協働準備室

大船渡市市民活動支援センター（市の委託事業として特定非
営利活動法人おおふなと市民活動センターが運営）が、市広
報紙で毎月1回、「市民活動の輪」と題して市民活動団体の紹
介など、まちづくり活動に関する情報を提供

・大船渡市市民活動支援センター（市の委託事業として特定非
営利活動法人おおふなと市民活動センターが運営）が、市広
報紙で毎月1回、「市民活動の輪」と題して市民活動団体の紹
介など、まちづくり活動に関する情報を提供
・大船渡市市民活動センターの利用促進に向けて、市広報紙5
月8日号に同センターの紹介記事を掲載

9
市民活動団体のス
キルアップ研修会
の開催

市民活動団体の運営基盤の強化
や活動のスキルアップを図るため、
ニーズに合わせた研修会を開催す
る。

市民協働準備室

大船渡市市民活動支援センターが、市民活動団体向けに研修
会「学ぼう会」を企画し、概ね毎月1回、年間で12回開催
テーマ：「おもてなし英会話を学ぼう」、「地域おこし協力隊って
何？」、「協働ってなぁに」など

大船渡市市民活動支援センターが、市民活動団体向けに研修
会「学ぼう会」を企画し、概ね毎月1回開催
テーマ：「チラシデザイン　キャッチコピーを学ぼう！」、「会議の
すすめ方」、「人の巻き込み方」など

10
市民活動支 援事
業

まちづくり団体などの活動費の一
部を助成する。

市民協働準備室
大船渡市市民活動支援事業として、市民団体などが実施する
まちづくりのための事業経費に対し、補助金を交付
補助対象事業19件、補助金交付決定額7,105千円

大船渡市市民活動支援事業として、市民団体などが実施する
まちづくりのための事業経費に対し、補助金を交付
補助対象事業19件、補助金交付決定額7,289千円

男女共同参画室
6月16日、市内女性団体などから、いわて男女共同参画フェス
ティバルに参加（19人）

6月15日、市内女性団体などから、いわて男女共同参画フェス
ティバルに参加（18人）

生涯学習課
地域婦人団体連絡協議会育成事業として、補助金を交付（165
千円）

地域婦人団体連絡協議会育成事業として、補助金を交付（165
千円）

(2) まちづくりへの参画促進

　①　多様なまちづくり活動への支援

11
女性団体への活
動支援

各種女性団体の学習や活動を支
援する。
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No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

12
生涯学習情 報提
供事業（再掲）

「生涯学習いきいきカレンダー」及
び生涯学習情報を市広報紙・ホー
ムページに掲載する。

生涯学習課
・６月と９月に「生涯学習いきいきカレンダー」を作成し、市ホー
ムページで公開
・随時、市広報紙やホームページで情報提供

・4月と8月に「生涯学習いきいきカレンダー」を作成し、市ホー
ムページで公開
・随時、市広報紙やホームページで情報提供

13
男女共 同参 画サ
ポーター育成事業

県主催による男女共同参画サポー
ター育成講座への参加を支援す
る。

男女共同参画室
７月～１１月に開催されたサポーター養成講座を受講した市民
1人に対し、交通費を支給して受講を支援

７月～１１月に開催されるサポーター養成講座を１人受講
・職務としての受講のため、交通費の支援なし

14 女性研修事業
女性が能力を十分に発揮し、活躍
するための職業生活及び家庭生
活に関する講演会を開催する。

商工課
男女共同参画室

１月18日、男女共同参画いきいき講演会を開催（約100人参
加）
　講師：佐伯チズ氏（美容家・生活アドバイザー）

開催に向け、内容や講師などについて検討

15
学習成果発 表事
業

働く婦人の家での学習成果を「婦
人の家まつり」で発表する。

商工課
働く婦人の家での学習成果を10月開催の「婦人の家まつり」で
発表するとともに活動をPR

働く婦人の家での学習成果を10月開催の「婦人の家まつり」で
発表するとともに活動をPR

No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

16
生涯学習情 報提
供事業（再掲）

「生涯学習いきいきカレンダー」及
び生涯学習情報を市広報紙・ホー
ムページに掲載する。

生涯学習課
・６月と９月に「生涯学習いきいきカレンダー」を作成し、市ホー
ムページで公開
・随時、市広報紙やホームページで情報提供

・4月と8月に「生涯学習いきいきカレンダー」を作成し、市ホー
ムページで公開
・随時、市広報紙やホームページで情報提供

17
各種団 体活 動に
おける男女共同参
画の促進

各種団体に対して、男女共同参画
に関する情報を提供する。

男女共同参画室
市広報紙などのほか、市民活動支援センターのホームペー
ジ、メールニュース、フェイスブック、ツイッターなどで情報を提
供

市広報紙などのほか、市民活動支援センターのホームペー
ジ、メールニュース、フェイスブック、ツイッターなどで情報を提
供

18
地域コミュニティに
おける男女共同参
画の促進

地域において、男女がともに能力
や個性を生かしてあらゆる活動に
参画するよう地区・地域公民館など
と連携した意識啓発を図る。

男女共同参画室
地区公民館を単位とする地域助け合い協議会（地区版）にお
いて、男女がともに地域の実情を踏まえた各種支え合い活動
に参画

地区公民館を単位とする地域助け合い協議会（地区版）にお
いて、男女がともに地域の実情を踏まえた各種支え合い活動
に参画

※4月までに市内全11地区で協議会が設立

19
自主防災組織に
おける女性参画の
促進

自主防災組織の運営に関し、役員
への女性登用などを図るよう各組
織に働きかける。

防災管理室
機会をとらえ、自主防災組織の未結成地域（20地域）に対し、
働きかけを実施

機会をとらえ、自主防災組織の未結成地域（23地域）に対し、
働きかけを実施

　②　学習機会の提供と人材の育成

　③　地域活動における男女共同参画の推進
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No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

1
男女雇用機 会均
等法などの周知

男女雇用機会均等法や育児・介
護休業法について周知する。

商工課
市広報紙などに関係記事を掲載するとともに、各機関からの関
係資料を市民ホールなどに配架し周知

市広報紙などに関係記事を掲載するとともに、各機関からの関
係資料を市民ホールなどに配架し周知

総務課

男性職員の育児、介護のための休暇取得状況
　①配偶者の出産休暇取得者　６人
　②子の看護休暇取得者　３人
　③短期介護休暇取得者　０人

男性職員の育児、介護のための休暇取得状況
　①配偶者の出産休暇取得者　０人
　②子の看護休暇取得者　２人
　③短期介護休暇取得者　０人

商工課
男女共同参画室

市広報紙などに関係記事を掲載するとともに、各機関からの関
係資料を市民ホールなどに配架し周知

市広報紙などに関係記事を掲載するとともに、各機関からの関
係資料を市民ホールなどに配架し周知

3
「ワーク・ライフ・バ
ランス」に関する意
識啓発

「仕事と生活の調和」について、市
広報紙やホームページで周知す
る。

商工課
男女共同参画室

市広報紙に特集記事を掲載し、周知
市広報紙などに関係記事を掲載するとともに、各機関からの関
係資料を市民ホールなどに配架し周知

4
男女共同参画推
進事例の紹介

男女共同参画の推進事例を事業
所などに周知する。

商工課
男女共同参画室

取組なし
いわて女性活躍企業等認定及びいわて子育てにやさしい企業
等認証を受けている企業の紹介を検討

5

事業所に向けた男
女共同参画に関し
ての理解の促進と
意識の醸成

男女とも仕事と育児、介護などを両
立できるようにするため、多様な勤
務制度の導入や柔軟な働き方の
促進などを働きかける。

商工課
男女共同参画室 市広報紙に特集記事を掲載し、周知

市広報紙などに関係記事を掲載するとともに、各機関からの関
係資料を市民ホールなどに配架し周知

事業所が、女性の職業生活におけ
る活躍推進を図るために策定する
「事業主行動計画」に基づいた女
性の支援について、機会を捉えて
情報提供などを図る。

市広報紙に特集記事を掲載し、周知
市広報紙などに関係記事を掲載するとともに、各機関からの関
係資料を市民ホールなどに配架し周知

「くるみん」や「いわて子育てにやさ
しい企業」など、国や県が行う認
定・表彰制度を周知する。

市広報紙に特集記事を掲載し、周知
市広報紙などに関係記事を掲載するとともに、各機関からの関
係資料を市民ホールなどに配架し周知

No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

市広報紙・ホームページなどで就
業に関する各種情報を提供する。

商工課
市ホームページや広報などに関係記事を掲載するとともに、各
機関からの関係資料を市民ホールなどに配架し周知

市ホームページや広報などに関係記事を掲載するとともに、各
機関からの関係資料を市民ホールなどに配架し周知

就業に関する各種情報を提供す
る。

市立図書館
企業支援室

市立図書館にビジネス支援コーナーを設け、起業及びビジネ
ス関連の雑誌及びパンフレットなどを配架

市立図書館にビジネス支援コーナーを設け、起業及びビジネ
ス関連の雑誌及びパンフレットなどを配架

8
ジョブカフェ気仙
への運営支援

就業を支援しているジョブカフェ気
仙に対し、補助金を交付する。

商工課 ジョブカフェ気仙の運営費として補助金を交付（80万円） ジョブカフェ気仙の運営費として補助金を交付（50万円）

　①　男女平等な職場環境づくりの推進

基本目標３　男女がともに支え合うまち　【女性の活躍推進計画】

(1) 男女がともに働きやすい職場環境づくりの推進

2
男性の積極的な家
事、育児、介護な
どへの参加促進

男性の育児休暇や介護休暇の取
得などを呼びかけるほか、男性の
家事、育児、介護などへの参画に
ついての情報を市ホームページな
どで周知する。

　②　就業機会の拡大と就業支援の充実

6

「女性活躍推進事
業主行動計画」に
基づいた女性支援
の推進

商工課
男女共同参画室

7
就業に関する各種
情報の提供
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No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

9
女性等就業 相談
員の配置

女性の就業を支援するとともに、職
場における問題への相談に応じる
ため、相談員を配置する。

商工課
女性等就業相談員が相談に対応
相談件数：383件

女性等就業相談員が相談に対応
相談件数：112件（9月末時点）

10
職 場 体 験 ・ イ ン
ターンシップの促
進

中学生、高校生、大学生などを対
象とした、多様な職場での就業体
験を促進する。

総務課
商工課

学校教育課

・市内中学校の職場体験の実施に関し、学校と企業との受入
れの調整に係る支援を実施
・大船渡市のインターンシップ受入状況
【総務課】
　①大学生・・・　１人
　②専門学校生・・・　１人
　③高校生・・・７人
　④中学生・・・４人
【学校教育課】　教育委員会の職場体験受入　中学生　２人
・7月5日、市民文化会館において市内全中学校2学年または1
年生を対象に、キャリア教育プログラムとして「キャリアチャレン
ジディ」を開催（生徒264人参加、17企業・団体参加）

・市内中学校の職場体験の実施に関し、学校と企業との受入
れの調整に係る支援を実施
・大船渡市のインターンシップ受入状況
　①大学生・・・２人
　②高校生・・・３人
　③中学生・・・１人
※平成30年度中途から、中学生など全て総務課で取りまとめ
・7月4日、市民文化会館において市内全中学校2学年または1
年生を対象に、キャリア教育プログラムとして「キャリアチャレン
ジディ」を開催（生徒287人参加、18企業・団体参加）

No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

11
「むら・もり・うみ輝
く女性フォーラム」
への参加支援

フォーラムへの参加を支援し、男
女が対等なパートナーとして参画
できる農山漁村社会づくりを推進
する。

農林課

1１月1日、盛岡市で岩手県と県農山漁村女性組織連絡会議主
催による講演会・グループワークに参加
（その他の主な研修会など）
・４月11日、JA岩手県女性組織協議会総会及びJA女性組織活
動体験発表【住田支部】へ参加(盛岡市　9人参加）
・６月29日、岩手県JA女性組織リーダー研修会へ参加（盛岡市
7人参加）
・７月４日、JA岩手県女性組織連絡協議会レディースセミナー
「西川ヘレン講演会」へ参加（花巻市　80人参加）
・8月23日～24日、東北北海道地区JA組織リーダー研修会へ
参加（山形県　2人参加）
・11月28日、岩手県家の光大会へ参加（矢巾町　25人参加）
・1月23～24日、JA全国女性大会へ参加（東京都　1人参加）

※10月に「いわて農林漁業に携る女性の交流会」を開催
（その他の主な研修会など）
・4月12日、JA岩手県女性組織協議会総会及びJA女性組織活
動体験発表【大船渡支部】へ参加(盛岡市）
・6月、JA岩手県女性組織リーダー研修会へ参加（盛岡市　8人
参加）
・7月11日、JA岩手県女性組織レディースセミナー「平野レミ講
演会」へ参加（花巻市）
・8月22日、JA東北北海道地区女性組織リーダー研修会へ参
加（福島県　2人参加）

12
農産物産地 直売
施設視察等 研修
事業

先進産直施設の視察研修など、女
性の起業への取組を推進する。

農林課
・三陸直売組合主催の視察研修（奥州市：胆沢産直あじさい、
住田町：道の駅種山ケ原ぽらん）に17人参加参加

下半期に研修を予定

13
岩手県青年・女性
漁業者交流 大会
への参加促進

大会への参加を促進し、男女が対等
に経営に参画できる体制づくり及び女
性の起業への取組を推進する。

水産課
９月12日、花巻市で開催された交流大会に、市内漁協から３人
が参加

9月11日、花巻市で開催された交流大会に、市内漁協から１人
が参加

14

気仙地区漁 村青
壮 年 女 性 研 究 グ
ル ー プ 活動 実績
発表大 会へ の参
加促進

大会への参加を促進し、男女が対等
に経営に参画できる体制づくり及び女
性の起業への取組を推進する。

水産課 JF岩手漁青連気仙支部総会に参加 8月5日、ＪＦ岩手漁青気仙支部総会に、市内漁協より６人参加

15
県下漁協女 性部
郡別研 修会 への
参加促進

大会への参加を促進し、男女が対等
に経営に参画できる体制づくり及び女
性の起業への取組を推進する。

水産課 1月30日、市内漁協女性部員が参加 市内漁協女性部員が参加予定

　③　農林漁業・商工自営業における女性の参画促進
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No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

16
女性経営者 等研
修会へ の参 加促
進

女性経営者や女性自営業者の資
質向上を図るため、商工会議所主
催の研修会への参加を促進する。

商工課

（主な研修会など）
・6月5日、岩手県商工会議所女性会連合会総会へ参加（久慈市
11人参加）
・7月11日、東北６県商工会議所女性会連合会宮城大会へ参加
（仙台市　16人参加）
・9月1日、映画「8年越しの花嫁　奇跡の実話」鑑賞会を開催（リア
スホール　26人参加）
・9月28日、大阪商工会議所女性会創立60周年記念式典・記念
講演会へ参加（大阪市　1人参加）
・10月3日～5日、全国商工会議所女性会連合会岩手総会へ参
加（盛岡市　31人参加）
・10月25日、エネルギー施設見学会を開催（三居沢発電所他　13
人参加）
・11月2日、気仙地区商工女性研修会へ参加(奥州市　20人参
加）
・2月7日、佐久商工会議所女性会「新年女子会」で講演（佐久市
2人参加）
・岩手県商工会議所女性会連合会役員会へ参加(4回開催　延べ
8人参加）

（主な研修会など）
・5月16日、気仙地区商工女性研修会へ参加(宮古市　25人参
加）
・6月5日、岩手県商工会議所女性会連合会総会へ参加（宮古市
19人参加）
・7月3日、佐久商工会議所女性会との交流会を開催（大船渡温
泉　27人参加）
・7月11日、東北６県商工会議所女性会連合会秋田大会へ参加
（秋田市7人参加）
・9月5日～7日、全国商工会議所女性会連合会鹿児島大会へ参
加（鹿児島市　5人参加）
・岩手県商工会議所女性会連合会役員会へ参加(3回開催　延べ
6人参加）

17
農業委員などへの
女性の登用促進

農業に従事する女性の意見を各
種施策に反映させるため、女性の
農業委員などへの登用を促進す
る。

農業委員会事務局
など

女性農業委員登用や活動を促進するため各種研修会に参加
・6月14日、遠野地方ＹＹＹ発信フォーラムへ参加（遠野市女性組
織開催　3人参加）
・7月17日、農地利用最適化活動沿岸南部ブロック別検討会活動
実績発表（3人参加）
・9月5日、委員等ブロック別研修会活動実績発表（17人参加）
・9月14日、気仙地区女性農委等研修会開催（20人参加）
・2月13日～14日、女性農業委員等活動研修会へ参加（盛岡市６
人参加）
・3月7日～8日、 女性の農業委員会活動推進シンポジウム・女性
農業委員等合同研修会へ参加（東京都　２人参加）

女性農業委員登用や活動を促進するため各種研修会に参加
・8月22日、東北・北海道ブロック女性農業委員等研修会へ参加
（仙台市６人参加）
・9月11日、大船渡市民文化会館において、気仙地区女性農業
委員・推進委員研修会を開催（総数22人のうち大船渡市　８人参
加）

農林課 実績なし 実績なし

水産課 実績なし 実績なし

農業委員会事務局 新任委員に対し、個別に締結を促進 新任委員に対し、個別に締結を促進

19
起業に関する各種
支援の推進

起業における各種補助金などに関
する情報提供やセミナーの開催な
どにより、起業を考えている方や起
業して間もない方を支援する。

起業支援室

・商工会議所と連携し、月２回、起業に興味関心を有する方や
起業後間もない方を対象とした起業・経営等無料相談会を実
施（相談件数　女性10人）
・平成29年度から女性起業者同市の相互交流・研鑽の場として
「けせん女志会」を発足し、２回、売上げ増へ向けた研修などを
開催（2回延べ35人参加）

・起業・経営等無料相談会を継続して実施
・「けせん女志会」は、事務局機能を女性起業者有志に移管
し、有志を中心とした運営により、9月に「けせん女志会フェス
2019」を開催（市民活動支援事業）

18
家族経営協定締
結促進

女性が共同経営者として農林漁業
に参画するよう、経営方針の決定
や就業条件などを家族間で定める
家族経営協定の締結を促進する。
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No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

20 延長保育事業
市内の保育所で30分から１時間、
保育時間を延長する。

子ども課
民間全保育所及び公立全こども園で実施し、仕事と育児の両
立支援など、子育てしやすい環境を整備

民間全保育所・こども園及び公立全こども園で実施し、仕事と
育児の両立支援など、子育てしやすい環境を整備

21
放課後児童 健全
育成事業

保護者が仕事等により昼間家庭に
いない児童を対象に、放課後児童
クラブを開設する。

子ども課
児童の健全育成に寄与するとともに、保護者の就労環境を整
備（市内10か所）

児童の健全育成に寄与するとともに、保護者の就労環境を整
備（市内10か所）

22
地 域 子 育 て 支 援
拠点事業

子育て親子の交流を図り、育児や
保健に関する相談・指導、乳児保
育などを行う。

子ども課
市内ショッピングセンター、YSセンター、猪川保育園及び大船
渡保育園で実施（子ども延べ9,960人、保護者延べ8,856人利
用）

市内ショッピングセンター、YSセンター、猪川保育園及び大船
渡保育園で実施

23 一時預かり事業
一時的な保育要請に対応する民
間保育所に対し、事業費の一部を
助成する。

子ども課
民間全保育所及び公立こども園で実施し、子育ての負担を軽
減

民間全保育所・こども園及び公立全こども園で実施し、子育て
の負担を軽減

24 病後児保育事業
病気の回復期にあって集団保育が
困難な乳幼児を専用スペースで一
時的に保育する。

子ども課
猪川保育園で実施し、子育ての負担軽減を図るとともに仕事と
育児の両立を支援

猪川保育園で実施し、子育ての負担軽減を図るとともに仕事と
育児の両立を支援

25
ファミリー・サポー
ト・センター事業

子育ての援助を行いたい人と、援
助を受けたい人との相互援助活動
を調整する。

子ども課
仕事と育児の両立支援など、子育てしやすい環境を整備
（社会福祉協議会への委託業務）

仕事と育児の両立支援など、子育てしやすい環境を整備
（社会福祉協議会への委託業務）

26
民間保育所・幼稚
園運営支援

民間こども園・保育所・幼稚園の運
営に要する経費に対し、補助金を
交付する。

子ども課
保育所　９保育所　交付実績　5,425,000円
幼稚園　１園　交付実績　　381,500円

こども園　１園　交付実績　702,000円
保育所　８保育所　交付実績　4,512,000円
幼稚園　１園　交付実績　　336,000円

27
民間保育所保育・
幼稚園教育支援

民間こども園・保育所・幼稚園に、
それぞれ２人以上の児童が在所・
在園する際、その人数に応じて保
育料を軽減する。

子ども課
保育所　９保育所　保育料徴収時に減額
幼稚園　１園　交付実績　245,220円

こども園　１園　保育料徴収時に減額
保育所　８保育所　保育料徴収時に減額
幼稚園　１園　交付実績　926,100円

28
私立幼稚園 就園
奨励事業

保護者の所得状況に応じて減免さ
れた入園料と保育料を補助金とし
て民間幼稚園に交付する

子ども課
対象施設：１園
交付実績：7,677,900円

対象施設：１園
交付実績：（年度末に交付予定）

29 認定こども園事業

幼稚園と保育所の機能を併せ持
つ認定こども園において、就学前
児童に対する教育、保育及び保護
者に対する子育て支援を行う。

子ども課
３つの市立こども園を運営し、就学前の教育ニーズに対応する
とともに、地域の子育て家庭に対する支援を行い、保護者の就
労環境を整備

３つの市立こども園を運営し、就学前の教育ニーズに対応する
とともに、地域の子育て家庭に対する支援を行い、保護者の就
労環境を整備

30
子ども医療費助成
事業

保護者の所得状況に応じて、中学
校卒業前の子どもの医療費を助成
する。

国保年金課
乳幼児及び中学校卒業（15歳到達の年度末）前児童の医療費
の一部を助成することにより、子育て世代の負担を軽減

乳幼児及び中学校卒業（15歳到達の年度末）前児童の医療費
の一部を助成することにより、子育て世代の負担を軽減
※10月1日から、対象を高等学校卒業までに拡大（所得制限あ
り）

　①　ライフスタイルに応じた子育て支援の充実

(2) 家庭生活における男女共同参画の促進
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No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

31 育児支援事業

経過観察を要する幼児の保護者
や育児に不安がある保護者の育
児・発達などに関する相談に応じ
るとともに、発達に心配がある幼児
を対象とした「のびっこ教室」を開
催する。

健康推進課
月１回、教室を開催し、保護者との相談に応じながら、子育てを
支援
　対象児　延べ64人（実人数23人）、保護者　延べ67人

月１回、教室を開催し、保護者との相談に応じながら、子育てを
支援
　対象児　延べ31人（実人数22人）、保護者　延べ32人

32
家庭児童相 談事
業

児童に関する諸問題の相談や在
宅心身障害児療育相談などに応じ
る。

子ども課 相談員2人配置、相談件数 延べ 416件 相談員2人配置、相談件数 延べ 76件

33 婦人相談事業

相談員を配置して、要保護女子の
保護や更生に向けて、生活や離婚
などに関する問題の相談などに対
応する。

子ども課 相談員1人配置、相談件数 延べ 122件 相談員1人配置、相談件数 延べ 38件

No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

長寿社会課

・平成30年度～32年度を計画期間とする第７期介護保険事
業計画におけるサービス内容などを記載した介護保険パン
フレットを作成し、市内全世帯へ配付するとともに、仕組
みについてホームページへ掲載
・地域で行われる介護保険に係る勉強会に参加し、制度を
周知

平成30年度～32年度を計画期間とする第７期介護保険事業
計画や介護保険の仕組みについて、ホームページに掲載

地域福祉課
各種福祉制度について、制度の新設や変更などの情報を市広
報紙やホームページなどで周知

各種福祉制度について、制度の新設や変更などの情報を市広
報紙やホームページなどで周知

35
一般介護予 防事
業

65歳以上の高齢者の生活機能の
維持・向上と社会参加の促進によ
る介護予防を目的に、各種介護予
防教室の開催や介護予防ボラン
ティアの養成、住民主体の通いの
場の運営支援などを行う。

地域包括ケア
推進室

・市内10地区において介護予防教室（元気アップ教室）を開催
（110回　延べ1,215人参加）
・住民主体の通いの場に講師を派遣し、活動を支援（24団体
延べ41回派遣）
・地域における介護予防を推進する介護予防ボランティア養成
講座を開催（５回、22人参加）

・市内10地区において介護予防ボランティア養成講座を開催
(50回　延べ520人参加）
・住民主体の通いの場に講師を派遣し、活動を支援
（19団体　延べ27回派遣）

36
地域包括支援セン
ター事業

介護予防事業のほか、総合相談・
権利擁護、介護予防ケアマネジメ
ントの実施などにより、介護だけで
はなく、福祉、健康、医療などにつ
いて総合的に支援する。

地域包括ケア
推進室

・地域包括支援センターのほか、市内４カ所の在宅介護支援セ
ンターに相談窓口を設置し、高齢者に関する各種相談に対応
・要支援１．２の認定者、事業対象者に対し、自立に向けた支
援のため、介護予防ケアマネジメントを実施(414件）
 ・関係職種の資質向上と連携体制構築に向け、以下の会議な
どを開催
　ケース会議、担当者会議：122回
　地域ケア会議：27回
　介護保険事業者連絡会議：6回
　医療・介護など多職種連携会議：11回

・地域包括支援センターのほか、市内４カ所の在宅介護支援セ
ンターに相談窓口を設置し、高齢者に関する各種相談に対応
・要支援１．２の認定者、事業対象者に対し、自立に向けた支
援のため、介護予防ケアマネジメントを実施(9月末現在：420
件）
・関係職種の資質向上と連携体制構築に向け、以下の会議な
どを開催
　ケース会議、担当者会議：49回
　地域ケア会議：3回
　介護保険事業者連絡会議：2回
　医療・介護等多職種連携会議：6回

　②　介護・福祉サービス、介護予防などの充実

34
介護保険・福祉制
度の周知

介護保険制度などについて、市の
広報紙やホームページ、パンフ
レットなどにより周知する。
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No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

37
生活支援体 制整
備事業

生活支援・介護予防サービス体制
の整備を図るため、サービスの担
い手の養成、サービスの開発、ネッ
トワークの構築、ニーズとのマッチ
ングなどを行う生活支援コーディ
ネーターの配置と協議組織の設置
を図る。

地域包括ケア
推進室

・地区公民館を単位とする地域助け合い協議会（地区版）を設
立した10地区（協議会）に対して、運営業務を委託
・各地の助け合い活動を学ぶとともに、地域での顔の見える関
係づくりを構築する場として、市民オープン参加の地域助け合
い創出研究会を3回開催（延べ235人参加）

・地区公民館を単位とする地域助け合い協議会（地区版）を設
立した10地区（協議会）に対して、運営業務を委託
・各地の助け合い活動を学ぶとともに、地域での顔の見える関
係づくりを構築する場として、市民オープン参加の地域助け合
い創出研究会を1回開催（88人参加）

38
高齢者及び障がい者
にやさしい住まいづく
り推進事業

要援護高齢者及び重度身体障が
い者を対象に、住宅改善費用の一
部を助成する。

長寿社会課 ・要援護高齢者対象　10件 ・要援護高齢者対象　14件

39
地域生活支援事
業

障がい者が自立した生活を営むこ
とができるよう、日常生活用具の給
付をはじめ、各種サービスを提供
する。

地域福祉課

・日常生活用具給付支給決定者　222人
・移動支援事業利用登録者　5人
・訪問入浴事業利用登録者　1人
・地域活動支援センター利用登録者 67人
・日中一時支援事業利用登録者　69人

・日常生活用具給付支給決定者　159人
・移動支援事業利用登録者　5人
・訪問入浴事業利用登録者　1人
・地域活動支援センター利用登録者 62人
・日中一時支援事業利用登録者　29人

40
家族介護用 品支
給事業

在宅の寝たきり高齢者などを介護
している家族に対し、介護用品（紙
オムツなど）を支給する。

長寿社会課 ・家族介護用品支給件数　39件 ・家族介護用品支給件数　29件

41
自立支援給 付事
業

障がい者が居宅介護や生活介
護、療養介護、さらには就労移行
支援、就労継続支援など自立支援
サービスを受ける場合に、その費
用を給付する

地域福祉課
・介護給付費支給件数　3,315件
・訓練等給付費支給件数　6,326件

・介護給付費支給件数　1,691件
・訓練等給付費支給件数　1,511件

42
生きがいづくりと社
会参加の促進

老人クラブ育成などの事業を通じ
て、高齢者の生きがいと社会参加
を促進する。

長寿社会課

・市老人クラブ連合会及び単位老人クラブに対し、運営補助金
を交付
・親睦交流大運動会をはじめ各種行事に対する支援を実施
　市内単位老人クラブ所属　39団体（1,242人）

・市老人クラブ連合会及び単位老人クラブに対し、運営補助金
を交付
・親睦交流大運動会をはじめ各種行事に対する支援を実施
　市内単位老人クラブ所属　39団体（1,203人）

　③　ひとり親家庭などへの支援の充実

No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

43
ひとり親家庭医療費
助成事業

扶養義務者の所得状況に応じて、
ひとり親家庭などの児童及びその父
母の医療費を助成する。

国保年金課
ひとり親世帯の児童（18歳未満）と父又は母の医療費の一部を助
成することにより、子育て世代の負担を軽減

ひとり親世帯の児童（18歳未満）と父又は母の医療費の一部を助
成することにより、子育て世代の負担を軽減

44
児童扶養手当給付事
業

扶養義務者の所得状況に応じて、
ひとり親家庭などの児童を監護養育
している父母などに手当を支給す
る。

子ども課 支給額：149,002,900円 支給額：92,798,260円

45
自立支援教 育訓
練給付金事業

扶養義務者の所得状況に応じて、
ひとり親家庭などの父母が、教育訓
練講座を受講し、修了した場合、経
費の一部を支給する。

子ども課 支給実績なし 支給実績なし
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No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

46
高等技能訓 練促
進事業

扶養義務者の所得状況に応じて、
ひとり親家庭などの父母が、看護師
や介護福祉士、保育士などの養成
機関で一定期間修業する場合、修
業期間中、一定の給付金を支給す
る。

子ども課 支給実績なし 支給実績なし

No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

1

市広報 紙へ の男
女共同 参画 に関
する情報掲載（再
掲）

男女がそれぞれの身体の特徴を
十分理解し合い、思いやりを持つ
ことの大切さについて意識啓発す
る。

男女共同参画室

・市広報紙（6月5日号）に国の「男女共同参画週間」、県の「男
女共同参画推進月間」及びそれに合わせた「男女共同参画図
書展」開催のお知らせを掲載
・市広報紙（10月22日号、３月20日号）に「いきいき通信」とし
て、男女共同参画に関する取組状況やお知らせ、DV相談機
関などの情報を掲載

市広報紙（6月5日号）に国の「男女共同参画週間」、県の「男女
共同参画推進月間」及びそれに合わせた「男女共同参画図書
展」開催のお知らせを掲載

2 学校保健事業

各小・中学校で、総合的な学習や
保健体育の時間を活用して、児童
生徒が生命の尊重について理解
し、男女平等に基づく異性観や性
に関する正しい知識を身につける
よう指導する。

学校教育課
学習指導要領に従い、学年の発達段階に応じた適正な知識の
習得を促進

・学習指導要領に従い、児童生徒の発達段階に応じた適正な
知識の習得を促進
・生命尊重の理解については、道徳の時間を活用

男女共同参画室
市広報紙（いきいき通信秋号）において、性の多様性について
の記事を掲載

市民環境課
印鑑登録原票の登録事項及び印鑑登録証明書の記載事項か
ら性別に関する事項を削除
（施行期日：令和元年11月5日）

No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

4 母子保健事業
思春期から妊娠、出産、育児まで
の一貫した母子保健サービスを提
供する。

健康推進課

・ハイリスク妊婦・新生児・乳児訪問指導、乳児健康相談、乳児
健康診査などにより、母親を中心とする保護者の不安などに対
応するとともに、個々に応じた情報を提供
・SNSなどで小児科医師に相談できる、小児科オンラインを新た
に実施

・平成31年４月、子育て世代包括支援センターを新たに設置
　⇒№５子育て世代包括支援センター事業へ
・小児科オンラインに加え、SNSなどで産婦人科医師に相談で
きる産婦人科オンラインを新たに実施

基本目標４　みんなが健康で安心して暮らせるまち

(1) 生涯を通じた男女の健康づくりの推進

3
性的マイノリティへ
の理解促進

性の多様化における差別や偏見
の解消に向け、市広報紙などに関
連記事を掲載する。

取組なし

　①　性に対する理解と尊重

　②　妊娠・出産などに関する健康支援

- 12 -



No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

5
子 育 て 世 代 包 括
支援センター事業

妊娠期から子育て期にわたる切れ
目のない支援を実施する。

健康推進課 ―

・平成31年４月、子育て世代包括支援センターを新たに設置
　保健師・助産師などを配置し、妊産婦訪問指導及び支援プラ
ン作成するとともに、各種関係機関との連携を図った
　※母子保健事業の充実

6
妊婦健康管 理事
業

母子保健法に基づく母子健康手
帳の発行、妊婦健康診査費用の
公費負担、パパママ教室の開催な
どを実施する。

健康推進課
妊娠届により母子健康手帳の交付を行うとともに、妊婦一般健
康診査受診票を発行、パパママ教室を実施

妊娠届により母子健康手帳の交付を行うとともに、妊婦一般健
康診査受診票を発行、パパママ教室を実施

7
妊娠中・出産後の
女性に対する健康
管理措置の周知

労働基準法及び男女雇用機会均
等法に規定されている母性健康管
理対策の措置について、周知・啓
発を図る。

商工課
市ホームページや市広報紙などに関係記事を掲載するととも
に、各機関からの関係資料を市民ホールなどに配架し周知

市ホームページや市広報紙などに関係記事を掲載するととも
に、各機関からの関係資料を市民ホールなどに配架し周知

No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

8 健康診査事業
健康増進法に基づく健康診査や
検診、保健指導などを実施する。

健康推進課
生活習慣病の予防をするため、各種健康診査・がん検診及び
保健指導を実施し、市民の健康増進を図った
・骨祖しょう症検診、歯周病検診を実施

生活習慣病の予防をするため、各種健康診査・がん検診及び
保健指導を実施し、市民の健康増進を図った

9 健康教育事業
生活習慣病などをテーマに健康教
室を開催するとともに、市広報紙な
どで健康づくりについて啓発する。

健康推進課

・講演会を3回実施
・各地区で「健康づくり座談会」を開催（新規：20回）
・地域公民館で健康教室（16回）、禁煙教室（新規）など各種健
康教室を実施
・市広報紙で健康づくり情報を発信（6回）
・健康情報誌おおふなとを発行（新規：5回）

・講演会を2回実施
・各地区で「健康づくり座談会」を開催（10回）
・地域公民館で健康教室（10回）、各種健康教室を実施
・市広報紙で健康づくり情報を発信（3回）
・健康情報誌おおふなとを発行（4回）

10 食生活改善事業
食生活改善講習会をはじめ、各種
料理教室などを実施する。

健康推進課

・食生活改善推進員養成教室（5回）、同推進員スキルアップ研
修を開催
・男の料理教室を3回開催
・毎日おいしい♪健康ごはん道場を2回開催
・お父さんといっしょ！サマークッキングを開催（新規：1回）

・食生活改善推進員養成教室を4回開催
・男の料理教室を2回開催
・お父さんといっしょ！サマークッキングを1回開催

11
健康維持増 進事
業

働く婦人の家事業の一環として、
健康体操やヨガ、舞踊などの講座
の開催や活動場所の提供を行う。

商工課
各種講座の開設や活動場所の提供
　18講座開設　延べ736人参加

各種講座の開設や活動場所の提供
　11講座開設　延べ293人参加

12
家庭訪問指 導事
業

心身の健康状態に不安があり、看
護師や保健師など専門職の支援
が必要と判断された方に対し、他
機関との連携を図りながら、各種の
継続支援を行う。

健康推進課
支援の必要な市民に対し、保健師、栄養士などが訪問し、指導
や助言をした（延べ53人）

支援の必要な市民に対し、保健師、栄養士などが訪問し、指導
や助言をした（延べ8人）

　③　生涯にわたる心身の健康づくり支援
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No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

13
ゲートキーパー養
成事業

自殺予防対策の一環として、うつ
病、アルコール問題などについて
の知識及び対応・見守り法の習得
を促すなど、地域で支え合う体制
づくりを推進する。

地域福祉課 ９回開催、131名参加
ゲートキーパー養成研修実施のため、講師と日程や内容につ
いて協議を実施

14
心の健 康相 談事
業

大船渡地域こころのケアセンター
などの関係機関と連携し、東日本
大震災などのストレスによる心の相
談に応じるなど、心のケアを行う。

地域福祉課
相談件数　延べ935件
（内訳：訪問247件、電話相談528件、来所相談160件）

相談件数　延べ303件
（内訳：訪問73件、電話相談157件、来所相談73件）

15
被災者 心の 健康
づくり事業

東日本大震災による被災者を対象
としたメンタルヘルスケアや遺族支
援としてのグリーフケアを行う。

地域福祉課

・グリーフケア・サロンを開催（12回　延べ25人参加）
・グリーフケアセミナーを2回開催（66人参加）
・メンタルヘルス事業として、アルコール問題に関する研修を4
回開催（延べ64人参加）
・こころのフォーラム事業を開催（56人参加）

【企画調整課】
・心の復興支援事業として、団体などが実施する被災者の心の
復興のための事業経費に対し、補助金を交付
補助対象事業3件、補助金交付額5,206千円

・グリーフケアセミナーを１回開催（35人参加）

【企画調整課】
・心の復興支援事業として、団体などが実施する被災者の心の
復興のための事業経費に対し、補助金を交付
補助対象事業４件、補助金交付決定額6,000千円

16
心の教 室相 談員
配置事業

市内中学校全校に相談員を配置
し、生徒の心のケアを行う。

学校教育課
心の教室相談員を各中学校に配置するとともに、スクールカウ
ンセラーとの連携を図りながら、悩み相談や傾聴活動を実施

心の教室相談員を各中学校に配置するとともに、スクールカウ
ンセラーとの連携を図りながら、悩み相談や傾聴活動を実施

No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

子ども課 相談件数 延べ 23件 相談件数 延べ 11件

男女共同参画室

・市ホームページへの掲載や、ＤＶ相談窓口カードを市内公共
施設などへの配備により周知
【おおふなと男女共同参画「うみねこの会」】
・11月18日（「女性に対する暴力をなくす運動」期間中）、市内
ショッピングセンターにおいて、啓発チラシなどを配付
・3月24日、大船渡市市民活動まつりにおいて、ＤＶ相談窓口を
周知

市ホームページへの掲載や、ＤＶ相談窓口カードを市内公共
施設などへの配備により周知

18
あらゆる場におけ
るハラスメント防止
の働きかけ

市広報紙やホームページでの周
知により、事業所などへの意識啓
発を行う。

商工課
男女共同参画室

市ホームページや市広報紙などに関係記事を掲載するととも
に、各機関からの関係資料を市民ホールなどに配架し周知

市ホームページや市広報紙などに関係記事を掲載するととも
に、各機関からの関係資料を市民ホールなどに配架し周知

19
デートＤＶ防止の
啓発

交際相手への暴力であるデートＤ
Ｖの防止について、市広報紙など
で関連情報を周知するとともに、高
校生を対象とした出前講座などを
開催する。

子ども課
男女共同参画室

・大船渡高校において、県男女共同参画センターによる出前
講座（デートDVを知ろう）を実施
・市広報紙（いきいき通信春号）において、デートDVについて
周知

出前講座の実施について検討

情報紙の発行、チラシやカードの
配布などを通じて、ＤＶやセクシュ
アル・ハラスメントなどの暴力防止
のため意識啓発、相談窓口の周知
などを行う。

(2) 男女間の暴力の根絶

　①　暴力の根絶に関する啓発

17
ＤＶなどの相談窓
口周知
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No 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 平成30年度取組状況【平成30年4月～平成31年3月】 令和元年度上半期取組状況【平成31年4月～令和元年9月】

20
婦人相談事業（再
掲）

相談員を配置して、要保護女子の
保護や更生に向けて、生活や離婚
などに関する問題の相談及びＤＶ
に係る関係機関との連携に対応す
る。

子ども課 相談員1人配置、相談件数 延べ 122件 相談員1人配置、相談件数 延べ 38件

21
人権擁護事業
（再掲）

人権侵害などの相談に応じ、助言
や専門機関への紹介を行う。

市民環境課

・人権擁護委員による人権相談（随時）
・特設人権相談所の開設（毎月1回）
・小学生を対象に、人権擁護委員による「人権の花運動」を実
施（赤崎小・猪川小）
・児童養護施設職員を対象に、啓発物品を配布するなど人権
啓発活動を実施

・人権擁護委員による人権相談（随時）
・特設人権相談所の開設（毎月1回）
・小学生を対象に、人権擁護委員による「人権の花運動」を実
施（綾里小・立根小）

子ども課 一時保護施設への入所支援　実績なし 一時保護施設への入所支援　実績なし

市民環境課
住民基本台帳事務における支援措置の申出があった際、被害
者の情報が加害者に知られないよう住民票の写しなどの発行・
閲覧を制限した

住民基本台帳事務における支援措置の申出があった際、被害
者の情報が加害者に知られないよう住民票の写しなどの発行・
閲覧を制限した

22
関係機関との連携
強化

被害者の情報が加害者に知られ
ないよう住民票の写しなどの発行・
閲覧の制限や一時保護施設への
入所支援などを行う。

　②　被害者の相談及び支援体制の充実
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